
＜概要版＞ 

栃木市上下水道事業調査委員会(第２回)会議録 

開催日時 令和４年７月１４日(木) ９：３０～１１：３０ 

開催場所 栃木市上下水道局庁舎 会議室（管理棟内） 

出席委員 

児玉博昭委員、湯川晴美委員、大栗利夫委員、増山由美委員 

門沢イミ子委員、和久井賢司委員、進上一巳委員、篠﨑正美委員 

山ノ井一男委員、深津智子委員、池澤佐知子委員、小木ナヲ委員、

坂東一敏委員（欠席：市村隆委員） 

市 

上下水道局長 

上下水道総務課：課長、副主幹兼経営係長、課長補佐兼経理係長 

副主幹兼料金係長、経営係職員、経理係職員 

水 道 建 設 課：課長、副主幹兼施設係長 

下水道建設課：課長、副主幹兼管理係長 

新任委員の紹介 委員紹介 

上下水道局長あいさつ 

職員紹介 
局長よりあいさつ、職員自己紹介 

委員長あいさつ 児玉委員長よりあいさつ 

諮問 市長（局長代理）より委員長会へ諮問書を提出 

議事概要  

（１）水道、下水道使用料、農業集落排水施設使用料の諮問について 

   資料１にて趣旨を読み上げて説明（上下水道総務課経営係長より説明） 

   ⇒質疑・意見等特になし 

 

（２）今後のスケジュールについて 

   資料２にて説明（上下水道総務課経営係長より説明） 

   コロナ禍による延期、昨今の社会情勢等を踏まえ、今後のスケジュールを見直し 

   それぞれの料金が適正な料金であるか、料金のあり方、料金単価等について説明

し、十分に理解をいただき審議、答申へと進めて行く旨を説明。 

   ⇒質疑・意見等特になし 

    

（３）上下水道料金のあり方 資料３ 

１．水道料金と下水道使用料の違い（上下水道総務課長より説明） 

水道事業と下水道事業は公営企業として独立採算を原則として事業経営を行っ

ているが、経営方法がいくつかの点で異なっている。その違いのうち、料金・

使用料に関連する事項及び算定方法について説明。 

     



  （１）水道料金について 

     水道事業者と利用者の任意の給水契約に基づき供給をしている。 

     安全性の観点から水道利用を推奨しているが、法的な強制力はない。 

     基本的には水道水の供給を受けている利用者からの料金収入をもって運営し

ている。 

※消火栓等の水道利用者以外の一般会計が負担すべきものも一部ある。 

  （２）水道料金の算定について 

     料金の算定については総括原価方式での算定方法が原則となっている。 

     公営企業で経営しているため、儲けを出す必要はないが、将来の更新や緊急

時に備えた費用は準備しておく必要がある。その施設更新等のための費用増

加分が資産維持費となり、給水単価に資産維持費の１㎥あたりの費用を加え

たものが供給単価となる。 

  （３）総括原価の算定例 

     給水原価や供給単価は１㎥あたりの単価なので有収水量で割っているが、算

定例は有収水量で割る前の数値である。 

     令和３年度の決算見込では、資産維持費を除いた原価が約２１億で約３％給

水原価を上回っており赤字である。まずここを改定する必要がある。資産維

持率をいくらでみて上乗せするかというのが総括原価方式での水道料金の算

定方法となる。 

  （４）下水道使用料について 

     水道と異なり任意の契約に基づくものではなく、法律で使用を規定している。 

     下水道は使用者の利便に供するだけでなく、日本全土の国土の衛生向上や雨

水排水という目的もあり、使用者が負担するとともに、市や国も負担すべき

事業である。国土全体に関わる事業であるため、国が使用料単価１５０円／

㎥との目安の金額を示している。 

 

―委員からの質疑・意見等特になし― 

 

【議 長】 

水道と下水道は同じように捉えがちだが、水道は電気やガスと同じように料

金収入で賄うのが原則で、市が水道を供給していても、本来は税金を投入す

るものではなく、現状では原価割れをしている。これに対して下水道は、洪

水を防ぐとか清潔な環境を保つといった公益性が高いので税金が投入される

が、借金があるにもかかわらず、使用料単価は国が示した目安を下回ってい

るとのことである。 

 

２．水道事業の現状と課題（上下水道総務課経営係長より説明） 



  （１）給水原価と供給単価 

     給水原価⇒利用者に供給する水道水の１㎥あたりの原価 

     供給単価⇒利用者に買ってもらう水道水の１㎥あたりの単価 

    供給単価が給水原価を上回っていることが、必要な費用を料金収入で賄えて

いることになり、その差が利益であり、将来の施設更新等の内部留保資金と

なる。栃木市の令和３年度決算見込み値においては、供給単価１２７．８６

円、給水原価１３７．４６円となり、令和元年度以降、給水原価と供給単価が

逆転している状況が続いている。 

 （２）経営見通し 

    利益や内部留保資金の現金のプラスに対して、資本的収支のマイナスが大き

いため、資金は年々減少していき、令和８年にはマイナスとなる見込み。 

 （３）現金の推移 

    水道事業の現金の推移は年々減少傾向にあり、経営の見通しと同様、令和８

年度にはマイナスとなってしまう。現金残高のマイナスの原因は、平成２７

年の料金改定が各地域の料金統一を目的とした、そもそも赤字となる料金設

定であったことや施設や水道管の更新による投資活動の現金のマイナスによ

る要因が大きい。 

 

―委員からの質疑・意見等特になし― 

 

 【議 長】 

電気やガスなどの企業体であれば、資金ショートを起こす状況になることのこ

とである。水道事業に関しては、総括原価方式で料金を求めるという考え方に

ついてご了解いただきたい。 

 

３．公共下水道事業の現状と課題（上下水道総務課経理係長より説明） 

（１）処理原価と使用料単価 

  処理原価⇒下水を処理するために必要な費用を有収水量で割ったもの 

  使用料単価⇒年間の下水道使用料を有収水量で割ったもの 

   処理原価は企業債利息の減少により、年々に減少していく見込みであるが、使

用料単価を大きく上回っている。処理原価と使用料単価の差の大部分は、雨水

処理や公共用水域の水質保全等に対する、一般会計からの基準内繰入金と赤

字補てんである基準外繰入金により賄われている。 

（２）経営見通し 

   令和７年までは、利益と内部留保資金の現金のプラスよりも資本的収支の現

金のマイナスが大きく資金は減少していくが、令和８年以降は企業債償還元

金の減少により、現金のプラスが多くなるため、現金は徐々に増加傾向となり



ますが、下水道の整備により減価償却費が増加傾向となるため、利益は減少

し、将来的には欠損金の発生も見込まれる。 

（３）現金の推移 

   経営見通しと同様、令和８年以降、事業活動の現金のプラスより、投資、財

務活動の現金のマイナスが少ないため、現金は減少傾向となる。 

（４）繰入金の推移 

一般会計が負担すべき基準内繰入金は横ばいであり、赤字補てんである基準 

外繰入金は削減に努め、令和１２年には“０”を目指す。 

（５）企業債の元利償還金、残高の見込み 

元利償還金は償還のピークを過ぎており、今後も減少傾向にある。 

令和３年度には２１３億円ある企業債残高は、令和１２年度には１５０億円 

まで減少する見込みとなる。 

  （６）耐用年数５０年を迎える管渠延長 

現在は耐用年数５０年を超える管渠はありませんが、今後令和１４年度より

耐用年数を迎える管渠が発生し、令和３０年度には一気に約４０㎞の管渠が

耐震年数を迎える。（５）のグラフで、企業債残高は減少傾向となっている

が、下水道管の更新がはじまると、再び企業債残高が増える可能性が考えら

れる。 

公共下水道事業の課題としては、赤字補てんである基準外繰入金を削減して

いかなければならないこと、国の示す適正な使用料単価１５０円/㎥に対し

て、栃木市の使用料単価は１３７円/㎥であり、適正な使用料単価の検討が

必要である。 

  【委員質疑】 

先ず１点目が、１４ページのグラフにおいて、令和４年度については使用料単

価が１３７円となっているが、私の自宅は領収書で計算すると１３３円なの

で単価が違う。水道料金、下水道使用料は地域によって単価に違いがあるの

か。あまりにも単価に差があると、同じ市民として不公平感が出てくるのでは

ないか。 

２点目が、１７ページの繰入金の推移において、令和１２年度には基準外繰入

金“０”を目指すとなっているが、これを目指すには使用者の相当な負担が必

要と思われる。今から令和１２年までは８年あるが、その間にどのような形で

基準外繰入金“０”を目指すのか。また、議会の一般質問で議員の方が色々な

質問をしていたと思いますが、そういったことも含め、市全体としてどのよう

に考えているか、どのような形で進めて行くのか教えていいただきたい。 

  （回 答） 

使用者が負担する公共下水道使用料については、前回の平成２７年の料金改

定において料金を統一したので、市内の方については全て同じ料金でありま



す。ご質問にあった１３７円の単価については、あくまで全体の平均というこ

とで、水量を全部で割った値であり、少ない使用料の方は安く、たくさん使用

される方で１０１㎥より多く使用の方は１８７円となっております。 

２つ目の繰入金を“０”にするというのは、現在の使用料体系でも令和１２年

には“０”にしていこうという考えですが、下水道は施設に係る費用がものす

ごい金額なので、今後管渠の更新において多額の工事費が発生するが、工事費

の９５％しか補助金や借金ができない。残りの５％を自前で貯めておかない

とならない。将来的に令和２０年、３０年には、５０億円毎年更新しなくては

ならなくなると、５％は２億５，０００万円。その費用は毎年用意しておかな

くてはならない。わずか５％との考えの方もおりますが、如何せん下水道の場

合はものすごい金額なので、その費用を貯めるために、適正な使用料の改定を

お願いしたい。 

  【議 長】 

     公共下水道に関しては、地域によって料金の違いはないが、将来的に更新に

莫大な費用がかかるので、それを見据えた適切な使用料の設定を検討してい

く必要があることをご理解いただきたい。 

 

４．農業集落排水事業の現状と課題（上下水道総務課料金係長より説明） 

（１）処理原価と使用料単価 

農業集落排水事業の処理原価は、公共下水道より高くなっている。原因として

は、小規模な処理施設が６カ所あり、スケールメリットが働かず、維持管理費

がかかっていることが挙げられる。処理原価と使用料単価の差は、公共下水道

と同様に基準内繰入金と赤字補てんである基準外繰入金によって賄われてい

るが、特に農業集落排水事業については、維持管理費を使用料収入で賄えてい

ない状況となっている。 

（２）経営見通し 

一般会計からの繰入金により現金の不足を補っているため、収支はほぼ均衡 

となっている。また、資本的収支の不足額は元金償還金である。 

   農業集落排水事業は整備が完了しているため、新たな企業債の借入はない。 

元金償還金が減少していくに連れ、繰入金も減少していく見込みである。 

（３）現金の推移 

  現金のプラスとマイナスがほぼ均衡している。経営見通しと同様、繰入金で現

金の不足分を補っている状況。 

（４）繰入金の推移 

基準内繰入金の大部分は、減価償却費や利息の資本費に対するもの。 

基準外繰入金は、維持管理費と元金償還金に充てられている。 

資本費は年々減少傾向にあるため基準内繰入金は減っていくが、維持管理費



や元金償還金に充てられた基準外繰入金の割合は多くなる傾向である。 

（５）企業債の元利償還金、残高の見込み 

      農業集落排水事業は、整備が完了しているため新たな企業債の借入はない。 

また、元金と利息については平成３０年度をピークに年々減少傾向である。 

       農業集落排水事業については、全国的にも使用料収入と基準内繰入金だけで

は事業運営を行えていない状況が多く見受けられる。栃木市においても維持

管理費を使用料収入で賄えていない状況である。多くの自治体で、公共下水道

へ接続、処理場を廃止し、維持管理費や更新費用の削減に努めている事例があ

る。栃木市においても、西方地域、大平地域の４箇所の処理場を順次公共下水

道への接続を予定。現在の農業集落排水事業の料金体系は地域ごとに異なる

設定となっているが、今後このままの地域ごとの料金体系を続けるのか、事業

内で統一するのか、汚水処理の公平性を考え公共下水道使用料と同じ料金体

系とするのかの検討が必要である。 

【議 長】 

      農業集落排水も、公共下水道と同じく広い意味での下水道だが、規模の経済が

働かないため、割高な事業となり大きく原価割れをしている。加えて、公共下

水道とは違って地域によって使用料が異なり、公共下水道の使用料とも差が

あるので不公平ではないか、ではどこまで公平な使用料を設定するのかが議

論になってくる。農業集落排水事業に関しては、使用料の見直しが必要になる

が、地域ごとに異なる今の料金体系を続けるのか、それとも農業集落排水事業

の中で料金体系を揃えるのか、さらには公共下水道の料金体系と揃えるのか

を中心に検討して参りたい。 

 

―委員からの質疑・意見等特になし― 

 

（４）その他 

 【委員質疑】 

    令和４年４月２０日の下野新聞に、小山市が公共下水道において今後マイナス

となるので２７％の大幅な値上げとして、３か月２０㎥を使用する世帯で４０

０円程度の引き上げを予定しているとの発表をしており、料金体系等の詳細に

ついてはこれからの審議となるようですが、近隣の小山市においてこのような

発表があり、栃木市ではどのようにお考えか伺いたい。 

 （回 答） 

   ①先ほどご説明しましたように、先ずは基本１５０円（税抜）を目指していきた

いと考えております。ただ、その場合でも委員の皆様からご意見いただいたよ

うに、今の料金体系で令和１２年度に基準外繰入金が０になるなら、取りあえ

ずこのままでとの考えになるか、それとも段階的に１５０円まで上げるという



意見をいただくのか、それとも最初から１５０円でいいのでは、いや１５０円

では足らないのではとの様々なご意見を想定しておりますが、どのような意見

があるか分かりませんが、それ以上の部分もあるかと思いますので、そのあた

りはご意見をいただきたいと思いますが、事務局側としては１５０円の方を目

指していきたいと考えております。 

   ②事務局の方から、水道、公共下水道、農業集落排水と今の料金体系を踏まえ説

明をさせていただきましたが、その説明の中で何回も赤字との言葉が出てき

て、将来的に経営がどうなのかとのお話をさせていただきましたが、多分、同

じような状況が小山市にもあり、市民の皆様のご意見を聞きながら委員会を設

置し、その中で結論として２７％くらいの引き上げが最低限必要だったのかと

思います。今回開催させていただいているこの委員会の趣旨も全く同じであり

まして、現状の水準でこのまま続けると、こういう状況だということをご理解

いただいた上で、このままの料金体系を続行という結論もあろうかと思いま

す。仮に少しご負担をいただくとなった場合に、利用者の市民の皆さんはどれ

くらいの水準であればご理解いただけるのかというところをご討議いただきた

いというのが趣旨であり、あとは単純に今の料金体系、いくつか段階的な工夫

もありますので、このままでいいのか、もう少し工夫することで仮に増加させ

る部分についても広く薄く上げた方がいいのか、もしくは大量に使っている方

に対して、もう少しご負担をいただくとか、そういうのは地域間の部分でもあ

ろうかと思いますが、そのあたりにつきましても十分なご異論といいますかご

意見をいただきたいというのが、私どもの趣旨となりますので、その点を含め

て十分なご検討をいただきたいと思っております。 

【議 長】 

県内他市でも水道料金・下水道料金の値上げの動きがあるが、栃木市は県内他市

に比べても低い料金水準となっていて、他市以上に料金設定の見直しが求められ

るのではないか。仮に現行の料金設定のままとするならば、逆に我々にはなぜそ

れでも大丈夫なのかということの説明が求められる。借金に頼ることになるが、

将来世代に付けを回すことが市にとって良いことなのかを含めて考えなくては

ならない。やはり水道料金や下水道使用料等については、値上げの方向で準備し、

議論することが必要ではないか。値上げするとしても、どのような形で設定する

のか、細かな料金体系についての議論がさらに必要になるが、それもまた次回以

降の課題としたい。 

 

【委員質疑】 

   有収率が低いとの事で、栃木市が有収率７３．７％のようですが、あまりにも

低すぎて、その他の約３割、２７％はどこに流れてしまっているのか、非常に

疑問なんですが、例えば管路で漏水があるっていうのは以前にも伺っているの



でわかるのですが、あまりにも大きい漏水なので、配管を替えていくのは勿論

だと思うのですが、それをやるにしても大きいパーセントというのは、何が原

因だと思いますか。 

（回 答） 

    栃木市の有収率につきましては、ご指摘のとおり県内でもかなり低いような状

況であり、令和３年度の見込みで若干上がって７４．６％まで少し向上してお

りますが、全ての残りの約 26％に近い水の全てが漏水ではなく、末端でどう

しても流量が少ないところにつきましては、万が一水道水に大腸菌や一般細菌

など、こういったものが入った場合にこちらを死滅させるように塩素滅菌をし

ています。塩素滅菌の値が１ℓあたり 0.1㎎というのが、各地域の末端まで確

保しなさいということに法で定められています。末端で、万が一塩素滅菌の値

が出ないとそういった菌が死滅してないことになりますので、栃木地域でいう

と大塚地域や山間部の末端とか、そういったことである程度常時出しているよ

うな水量もありますし、また、消防時の消火活動で使用した水量も漏水ではな

いということになりますが、基本的にはその残りが漏水量としてほとんどを占

めております。道路の上に上がってきた漏水については、陥没して車の事故や

水災害に繋がる可能性もありますので、速やかに直すことに努めております

が、どうしても地層の関係で特に北部地域については、地域別での有収率が悪

くなっています。どうしても地層の関係で、地層のほとんどが少し掘りますと

砂利層になっており、砂利層の中で漏水が発生しますと下に浸透してしまい地

表に上がってこないので、どうしても漏水が発見しにくく、そういったことが

一番の要因になっているのかと思います。藤岡地域あたりの地層ですと、粘土

質が多いので、ある程度漏水が出ると数日の間に地表に上がってくるのでわか

るのですが、なかなか北に行けば北に行くほど漏水が見つからないような状況

にあります。そういったことで毎年漏水を見つける専門業者へ漏水調査の業務

委託をお願いしているところですが、段々と見つかる件数も多くなってきてい

るおりますが、なかなか県内の平均までにするには、かなりの時間をいただき

たい状況にあります。 

 【委員意見】 

    今回の会議で、水道料金、下水道料金をどうするかっていうことで開いている

訳なんですけれども、有収率を多少なり上げて行っていただいて、小山市はか

なり高い数値なっておりますので、それでも先ほどのご意見で、料金を上げる

検討を行うということですので、栃木市も料金上げるにあたっては、漏水の関

係で水道管の取り替えとか色々とございますから、そのための必要な費用とし

て料金を上げなくてはならないかもしれませんけど、ある程度有収率が上がっ

てくれば、料金を上げるパーセンテージも低くなると思うので、有収率の向上

につきましてもなるべく早めに進めていただきたいなと思っております。        



【議 長】 

料金収入につながらない使用に関しては、当然利用者から疑問の声も上がるの

で、仮に利用者にご負担をいただくとなれば、漏水対策についても、説明責任

を果たしていくことが求められる。 

 


